
 

 

第１章 評価調査の概要 

 

１－１ 調査の背景 

アフリカ中央部に位置するコンゴ盆地地域は、アマゾンに次ぐ世界第 2 位の熱帯林を有

する生物多様性に富んだ地域である。しかしながら世界自然保護基金（World Wide Fund for 

Nature：WWF）によれば現状のままでは 2040 年までにこの熱帯林の 70%が失われると警告

されており、気候変動対策や生物多様性保全の観点から当該地域の森林･生態系の保全が強

く求められている。 

ガボン共和国（以下、「ガボン」と記す）はコンゴ盆地の中でも特に高い森林率を有し、

生物多様性が高くまた固有種が多く生息する地域として知られている。ガボン国政府は

2002 年に国土面積の 10%以上を占める地域を 13 の国立公園として制定するなど、自国の持

つ豊かな生態系の保全への取り組みを始めている。また国立公園の設立･管理を通じて生物

多様性の保全を進めるにあたりエコツーリズムを重要視しており、国際非政府組織

（Non-Governmental Organizations：NGO）等により上述の国立公園をサイトとしたエコツー

リズムの導入が進められている。 

しかしながら保全の対象となる熱帯林生態系についての科学的データは必ずしも十分に

収集･分析されておらず、これが効果的に保全活動を実施するうえでの課題となっている。

またエコツーリズムに関しても、人と野生生物の接触により発生する人獣共通感染症等へ

の対策を含め、適正な形でエコツーリズムを導入するための科学的知見の蓄積が必要とさ

れているのが現状である。 

京都大学はアフリカの熱帯林に生息する類人猿をはじめとする霊長類に関する研究に

1950 年代から取り組んでいる。また類人猿が生息地を代表する動物種であることにより京

都大学の類人猿研究者はアフリカ諸国における保護区や国立公園の設立･管理に深く関与

してきた。ガボン国においてはガボン熱帯生態研究所と京都大学が締結した研究協約書に

基づき、上述の 13 の国立公園の 1 つでありゴリラをはじめとする霊長類の貴重な生息地と

して知られるムカラバドゥドゥ国立公園において霊長類の社会生態学的研究等を実施し貴

重な研究成果を残している。 

本プロジェクトは、ガボン熱帯生態研究所（Institut de Recherches en EcologieTropicale： 

IRET）をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とし、京都大学が我が国側研究代表機

関となり、科学的データに基づく住民参加による生物多様性の持続的管理手法の解明を目

的とし、地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and Technology Research Partnership for 

Sustainable Development：SATREPS）案件として 2009 年 8 月 19 日にガボン国との間で討議議

事録（Record of Discussion：R/D）の署名を行い、2009 年 9 月から 2014 年 9 月まで 5 年間

の予定でプロジェクトは開始された。 
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１－２ 調査の目的 

今回実施の中間レビュー調査では、本プロジェクトの目標達成度や成果等を分析すると

ともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認し、同結果を中間

レビュー報告書として取りまとめたうえで、合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：

JCC）において内容を検討し、適切な対応方法を検討することを目的とした。 
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１－３ 調査団構成 

 

１－４ 日程 

Date 
Mr. Ikeda,Mr. Fukazawa, 

Dr. Inoue, Mr. Sato 
Mr. Okuda, Ms. Yoshino 

Ms. Blondel, Mr. 

Mavoungou, 

MrMamboundou 

4 

Mar 

Sun - 01:30 Tokyo – 06:20Paris 

10:45 Paris – 

17:25Libreville 

- 

 

5 Mon - 09:00 JICA Gabon Office 

14:30Interview with 

Project Manager, IRET 

- 

 

6 Tue - 11:00 Interview with 

Researcher, Institut de 

Recherches en Sciences 

Humaines（IRSH） 

14:00 Interview with 

Researcher, IRET 

- 

 

氏名 分野 所属 

池田修一 総括 
国際協力機構（JICA） 地球環境部

森林・自然環境グループ長 

深澤晋作 調査計画 

JICA 地球環境部 

森林・自然環境グループ 

森林・自然環境保全第二課 

井上孝太郎 SATREPS 計画・評価１ 

科学技術振興機構（JST） 上席フ

ェロー兼研究主幹（環境・エネルギ

ー分野） 

佐藤雅之 SATREPS 計画・評価２ 
JST 地球規模課題国際協力室  

参事役 

奥田浩之 評価分析 合名会社適材適所 

村伸子 通訳 

Dr. Jacques F. MAVOUNGOU ガボン側 評価員（代表） IRET 

Ms. Annie BLONDEL ガボン側 評価員 IRISH 

Dr. Wenceslas MAMBOUNDOU ガボン側 評価員 自然公園庁 大統領顧問 
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7 Wed - 08:30 Interview with 

Project Director, IRET 

10:00 Interview with 

PROGRAM 

13:00 Interview with JICA 

Expert 

- 

 

 

8 Thu - 14:30 Meeting among Evaluators 

9 Fri - 09:00 Interview with 

Researcher, IRSH 

10:30 Report back to 

Project Manager, IRET  

- 

 

10 Sat - Review collected data and 

information 

19:00 Meeting with JICA 

experts 

- 

 

11 Sun Tokyo – Paris – 

Libreville 

Preparation of draft report - 

12 Mon 09:00Meeting at JICA Gabon Office 

11:00Meeting with AgenceNationalesParcsNationaux

（ANPN） 

13:00 Courtesy Call to Ministry of Education 

15:00 Meeting at Japanese Embassy 

- 

 

 

13 The 09:00 Meeting with CENAREST 

11:00 Meeting among Evaluators 

14 Wed 06:00 Libreville →Tchibanga（by Car） 

15 Thu 08:30 Visiting to ANPN Tchibanga Office 

11:20 Arrival Meeting at Doussala 

12:30 Visiting the Moukalaba-Doudou National Park（PNMD） 

16:30 Meeting with Project Employees in the Villages  

19:00 Meeting with Villagers   

16 Fri 10:00Courtesy Visit to Governor of Nyanga 

10:30Courtesy Visit to Mayor’s Office of Tchibanga 

11:30 ANPN Tchibanga Office 

13:30 Tchibanga→Lambaréné 

 

 

 

17 Sat 08:00 Lambaréné → Libreville （by Car） 

18:00 Internal Meeting 

 

 

4



 

 

18 Sun 11:00 Internal Meeting  

19 Mon 09:00 Internal Meeting 

14:00 Meeting among Evaluators 

23:05 Departure of Mr. Inoue 

20 Tue Meeting among Evaluators 

21 Wed Meeting among Evaluators 

Signing of JRR 

22 Thu 09:00 Joint Coordination Committee（JCC） 

23 Fri 09:00 Signing of Minutes of Meeting （M/M） 

23:05Libreville -  

 

 

24 Sat - 06:00 Paris -  

25 Sun - 06:55 Tokyo  
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第２章 レビューの方法 

２－１ 調査の流れ 

今回のレビューは、『新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版』に準拠して行った。評価の

基になるプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）は、2010

年 7 月に修正された R/D に添付された PDM を使用した。 

調査に先立ち、プロジェクト関係文書（詳細計画策定調査報告書、専門家作成の自己評

価表、JCC 会議及びプロジェクト・ミーティング等の議事録、専門家業務完了報告書、技術

協力プロジェクト実施運営総括表、プロジェクト月例報告等を含む）に基づき、評価のデ

ザインとしての評価グリッド〔添付の合同評価報告書（英文）の Annex 5 参照〕、また JICA

専門家及び C/P を対象とした質問票を作成した。 

現地では、日本側及びインドネシア側双方の合同中間レビュー調査団員は、過去のプロ

ジェクト記録等の資料調査、プロジェクト関係者への面談（インタビュー）、また現地視察・

調査を行い、関連情報・データを収集した。これらの成果を基に、合同評価報告書案を作

成し、中間レビュー会議（Midterm Review Meeting）にて、主に林業省本省の C/P 及びプロ

ジェクト関係者、並びに JICA 専門家を含むプロジェクト・スタッフに対し報告書案を発表

し、その後の討議を経て、同報告書を完成させた。 

２－２ 調査項目 

２－２－１ プロジェクトの実績の確認 

R/D 及び PDM の計画に沿ってプロジェクトの投入、アウトプット、プロジェクト目標

が達成された度合いを検証する。 

２－２－２ 実施プロセスの検証 

プロジェクトの実施過程全般を評価する視点であり、活動が計画どおり行われているか、

またプロジェクトのモニタリングやプロジェクト内の意思疎通が円滑に行われているか、

などについて検証する。また、実施プロセスに影響を与えた促進要因や阻害要因の特定

も行う。 

２－２－３ 評価項目ごとの分析 

（ １ ） 妥 当 性 （ R e l e v a n c e） ：プロジェクトの目指している効果（プロジェクト

目標や上位目標）が、評価を実施する時点におい

て受益者のニーズに合致しているか、問題や課題

の解決策として適切か、相手国と日本側の政策と

の整合性はあるか、プロジェクトの戦略・方法は
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２－３ 情報収集 

現地調査に先立ち、プロジェクトへ投入実績に関する情報提供を依頼した。また、プロ

ジェクトにかかわる関係機関に対し、主としてプロジェクトの実施プロセス、評価 5 項目

に関する仏文質問票を事前配布し、聞取り時に回答を回収、更に補足情報等についての聞

取りを行った。 

（２）有効性（Effectiveness）：

（ ３ ） 効 率 性 （ E ff i c i e n c y） ：

（４）インパクト（ Impact）：

（５）自立発展性（Sustainability）：

妥当か、公的資金である政府開発援助（Official 

Development Assistance：ODA）で実施する必要

があるかなど「援助プロジェクトの正当性・必要

性」を評価する。

投入、アウトプットの実績、活動の状況を確認

し、アウトプットは十分であるか、プロジェクト

目標の達成の見込みはあるか、また目標達成の貢

献・阻害要因はあるかなどを評価する。

投入に見合ったアウトプットが産出されている

か、活動スケジュールと投入のタイミング・質・

量はアウトプット算出に適切だったかなどを評価

する。

上位目標達成の見込みはあるか、上位目標とプロ

ジェクト目標は乖離していないか、またマイナス

の影響も含め、プロジェクトによる上位目標以外

の効果・影響は想定されるか、マイナスの影響が

想定される場合には回避するための方策が適切に

講じられているかなどを評価する。

評価を実施する時点において、プロジェクトで発

現した効果が持続する見込みについて、組織制度

面、財政面、技術面から評価する。
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 

 

３－１ 投入実績 

R/D と付属のマスタープランに従って、これまでのプロジェクトへの投入は次のとおりで

ある。 

 

（日本側） 

1) 日本人専門家の派遣 

2009 年 8 月の R/D 署名以降、11 人の短期専門家が合計 35 回（68.2MM）にわたり派遣

されている。指導分野は生物多様性、生態学、環境モニタリング、霊長類研究、類人猿

研究、遺伝子分析、病原菌分析、環境教育、科学的エコツーリズム、社会経済調査であ

る。また、長期専門家として、2010 年 3 月から業務調整専門家が派遣されている。 

 

2) カウンターパート研修 

IRET より 4 人の研究員が 2010 年及び 2011 年に日本の短期研修に参加した（病原菌分

析、生物多様性分析、ストレス分析、エコツーリズム）。また、そのうちの 1 人は奨学金

を受けて現在、山口大学大学院の博士課程に在籍している。また、IRET の前所長及び現

所長については、それぞれ 2008 年及び 2011 年に、京都大学とその他関連機関を訪問して

いる。 

 

3) 資機材供与 

日本側より、これまで実験やフィールド調査のための資機材や調査用車両が供与されて

いる。その合計金額は、本邦購入分が 845 万 8,318 円、現地購入分が 4,331 万 4,847 セー

ファーフランである。 

 

4) 現地業務費 

日本側はプロジェクト活動に必要な活動費の一部を支出している。内訳としては、謝金、

旅費、出張手当、その他必要経費で、2012 年 2 月までの合計額は 2 億 2,321 万 9,554 セー

ファーフランである。 

 

（ガボン側） 

1) カウンターパートの配置 

プロジェクトの実施のため、IRET よりプロジェクト・ディレクター、プロジェクト・

マネジャーが任命されている。また、現在ガボン側は 7 人のカウンターパートを任命し

ており、この他 1 人が日本に長期留学中である。 
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2) 現地業務費 

ガボン側は、日本人専門家のために IRET 内に事務スペース及び設備を提供している。

これまでのガボン側の投入は主に施設等の現物供与であり、活動費の支出としては極め

て少額である。 

 

３－２ アウトプットの実績と成果の達成度 

アウトプット（成果）の実績と達成度は、活動状況・進捗表に詳細に整理した。現時点

でのプロジェクトの主な実績は次のとおりである。 

 

（成果 1） 

・ 成果１については 7 つの活動が行われている。まず、活動 1.1 では、哺乳類に関す

るインベントリー調査が 2010 年の 6 月から 8 月にかけて実施され、その際にカメ

ラトラップが設置された。これにより、対象地域における地上性動物の種類、多

様性、相対密度、分布が明らかとなった。また、哺乳類インベントリー調査の際

に設置されたトランセクト、方形区のいくつかを利用して、2011 年には樹木イン

ベントリー調査が行われ、1,030 樹種の 97％において属レベルまでの同定が完了し

ている。また、ガボン側研究者により 2011 年 12 月には水生態系インベントリーの

予備調査が実施された。 

・ 活動 1.4 では、以上のような調査結果に基づき、標徴種（生態系を特徴付ける種）

の選定が 80％ほど終了している。 

・ 活動 1.5 では、2010 年 9 月以降、哺乳類の糞から採取したデオキシリボ核酸（DNA）

を解析することにより主な標徴種の遺伝的多様性が調べられている。DNA 解析の

結果については、日本で研修を受けたガボン人研究者が、2011 年 5 月の国際シン

ポジウム、2011 年 8 月のワークショップ、2011 年 9 月の国際霊長類学会の会議で

発表した。 

・ 成果１の指標に設定されているムカラバドゥドゥ国立公園（Moukalaba-Doudou 

National Park：PNMD）の生態系マップの作成（活動 1.7）については、主にプロジ

ェクト後半における活動となる。 

 

（成果 2） 

・ 成果 2 については 4 つの活動が行われている。人獣共通感染症の状況調査につい

ては、ゴリラ、チンパンジー、ゾウ、マンドリルの糞からのアデノウィルス検出

（活動 2.2）、βラクタム耐性菌の単離などの研究成果が着実に蓄積されつつある。 

・ 2 人のガボン人研究者が日本で病原菌学、ウイルス学の短期研修を受け、PNMD に

おける分析結果を 2011 年 8 月の国立科学技術研究センター（Centre National de la 
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Recherche Scientifique et Technologique：CENAREST）で開催されたワークショップ

で発表した。また、1 人のガボン人研究者が山口大学大学院の博士課程（寄生虫学）

に在籍中である。 

・ 活動 2.4 においては、大型哺乳類、特に霊長類との安全な接触方法（距離、人間側

の行動）について検討が進められており、その成果のいくつかについては、2010

年 11 月に日本で開催されたシンポジウムでガボン人研究者が発表した。安全な接

触方法の提案は、成果 2 の指標として設定されている。 

 

（成果 3） 

・ 成果 3 では、4 つの活動が行われている。プロジェクトによるゴリラの人付け（活

動 3.1）については、「グループ・ジャンティ」の安定的な追跡と観察が可能とな

っている。また 2 つめのゴリラグループ「グループ・エイト」が同定され、その

ローカリゼーションが進行中である。 

・ 成果 3 の指標として設定されているエコツーリズム・ガイドブックの作成（活動

3.4）は、主にプロジェクトの後半における活動となる。 

 

（成果 4） 

・ 成果 4 では、4 つの活動が実施されている。対象 3 村落における社会経済調査（活

動 4.4）が日本人研究者・ガボン人研究者の共同で実施され、獣害（おもにゾウに

よるバナナプランテーションへの被害）対策への検討が進んでいる。社会経済調

査については、PNMD 周辺の 16 村落に調査対象を拡大している。 

・ 村民に対するオンザジョブ・トレーニング（On-the-Job Training：OJT）により、「ロ

ーカル・スペシャリスト」養成が進んでいる（活動 4.3）。これまでプロジェクト

は 10 人の村民を雇用（4 人はトラッカー、6 人は研究助手）し、哺乳類の検知、

追跡、生態と行動の観察に関する技術を指導・移転している。 

・ 活動 4.1 については、地域住民の環境教育に利用できる映像資料、標本の収集が進

んでいる。ドゥサラ村では、フィールド実験室であると同時にフィールド研究と

生物多様性の博物館として機能する、いわゆる「エコミュージアム」となるべき

研究ステーションの設置が計画されている。研究ステーションは将来は環境教育

のために地域住民に開放される予定である。ただし、その建設については現在遅

れており、活動 4.2（地域住民に対する環境教育）、活動 4.3（ローカル・スペシャ

リストの養成）の進展にマイナスの影響を与えている。 

・ 活動 4 については 2 つの指標が設定されている。地域住民の生物多様性保全の重

要性への理解が深まり（指標 4.1）、少なくとも 5 人の「ローカル・スペシャリス

ト」が養成される（指標 4.2）。これらが終了時評価時に指標として効果的な利用

のため、その調査の手法や項目、質問票の構成などの確認方法がプロジェクト内
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で議論され、明確化される必要がある。 

３－３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標は、「科学的データに基づく住民参加による生物多様性の持続的管理手

法が提案される」、プロジェクト目標に設定された指標は「住民参加による生物多様性の持

続的管理の手法の報告書が作成され、国立公園庁などの関係機関に提案される」である。 

各成果レベルでは、プロジェクトは着実に進展しており、科学的データや観察、研究成

果と知見が蓄積されつつある。しかしながら、プロジェクト目標の指標として設定されて

いる報告書の作成については、その過程とスケジュールが明確にされていない。これまで

のプロジェクトの進捗を踏まえて、プロジェクト後半の活動に向けての活動計画（Plan of 

Operations：PO）作成にあたっては、プロジェクト参画者の間でその過程とスケジュールを

議論し共有することが求められる。 

 

３－４ プロジェクトの実施体制・実施プロセス 

・ プロジェクトは、PNMD とその近隣 3 村（ドゥサラ、コンジ、ムボンゴ）を対象

として実施されている。プロジェクトの実施体制は次のとおりである。 

支援 支援

R/D 

業務調整専門家、アドミニ・スタッフ 

PROCOBHA プロジェクト

日本側研究機関 

（京都大学ほか） 

ガボン側研究機関 

（IRET ほか） 

JICA、JST 高等教育省、CENAREST 

京都大学

IRET で

覚書 
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第４章 中間レビュー結果 

 

４－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い 

・ ガボンの自然環境保全に関する法律には、「自然環境の保護と改善に関する法律第

16/93 号」（1993 年）、「13 の国立公園の設置に関する法律第 003/2007 号」（2007 年）

などがある。また「ガボン生物多様性国家戦略・アクションプラン」（1999 年）で

は、住民参加による生物多様性保全の推進が述べられている。さらにガボンの生

物多様性保全については、2009 年 8 月の本プロジェクトの R/D 署名後に政策の大

きな進展があった。2009 年 11 月に大統領府が発表した「緑のガボン」により、国

立公園でエコツーリズムを推進することで熱帯雨林の保全を図っていくことが掲

げられた。本プロジェクトは、科学的データに基づき住民参加による生物多様性

の持続的管理を目指しており、こうしたガボン政府の一連の法律・政策の推進に

貢献している。 

・ 1977 年の大統領令は、外国の研究機関によるガボン内の資源を利用するプログラ

ム・プロジェクトについては、その執行をCENARESTが監督するよう定めている。

1985 年の大統領令により CENAREST の下に設置された IRET が、ガボンの熱帯雨

林の生態系の機能・安定に関する研究を進めている。本プロジェクトは、こうし

たガボン側の研究制度・体制を踏まえて日本側、ガボン側双方の研究者により合

同で実施されており、生態系に関する科学的データの蓄積、ガボン側研究機関の

能力強化、エコツーリズム促進による村落の貧困削減など、ガボン側にとっての

意義も大きい。プロジェクトはまた、IRET の 2011 年研究計画、特に第 2「貧困削

減のための生態系便益の利用」にも合致している。 

・ 2008 年 5 月の第 4 回アフリカ開発会議（The Fourth Tokyo International Conference on 

African Development：TICAD-IV）で、日本政府はアフリカ諸国の自然保護、気候

変動に対する取組みへの支援を表明した。ガボンについては、世界第 2 の熱帯雨

林であるコンゴ盆地の一部をなしている重要性と、国家開発戦略として発表され

た「緑のガボン」を支援するため、日本の開発協力の重点分野の 1 つとして環境

保全が挙げられている。SATREPS スキームのもと実施されている本プロジェクト

は、ガボンにおける初めての技術協力プロジェクトであり、こうした日本の支援

方針にも合致している。 

 

４－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は中程度である 

・ プロジェクトは、PDM に全体概要が示されているとおり、プロジェクト目標の達
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成に必要な 4 つの成果と、各成果をあげるための一連の活動により適切に構成さ

れている。プロジェクト活動によって、これまで科学的データ・知見が集積され

てきており、プロジェクトは成果の産出と目標の達成に向けて着実に進展してい

る。その一方で、現在の PO では、今後、各成果がどのようにしてプロジェクト目

標にむけて利用・統合されていくのかが明確に示されていない。従って、プロジ

ェクト前半の進捗と実績を踏まえてプロジェクト後半の PO を作成し、今後のプロ

ジェクト目標の達成に向けた過程と作業時期を明確にする必要がある。こうした

PO を作成することで、プロジェクト目標達成の見込みは更に向上すると考えられ

る。 

・ プロジェクト後半の PO を作成するにあたっては、現在 PDM に記載されている各

活動の内容を更にブレイクダウンして記載し、今後の 2.5 年間で各活動がどのよう

な段階を踏んで実施され完了されるのかを示すことが重要である。これは、プロ

ジェクト参画者の間でのプロジェクト活動の理解とコミュニケーションの向上に

役立つだけでなく、プロジェクト後半の各活動の進捗について効果的なモニタリ

ングに寄与するものである。 

・ プロジェクトの PDM において、4 つの成果の下に計 19 の活動が挙げられている。

これまで、これらの活動に参加しているガボン人研究者の数は非常に限られたも

のであった。参加するガボン人研究者の数が少ない理由としては、まず第 1 に、

プロジェクトが求める研究領域と、ガボン側研究者が希望している研究領域が、

必ずしも一致しているわけではないことが挙げられる。本プロジェクトは、PNMD

におけるエコツーリズム推進のためのフラッグシップ種として霊長類の研究に重

点を置くものであり、この点をガボン側研究者と再確認する必要がある。第 2 に、

参加するガボン側研究者が少ない理由として、霊長類学、類人猿研究、人付けを

含む行動学・生態学など、関連する分野の研究者がガボン側にいないことが挙げ

られる。第 3 に、博士号を有していない研究者をカウンターパートに任命するこ

とをガボン側がためらっている状況がある（例えば、植物学のガボン人研究者で

も、博士号を有しているのは数名しかいない）。また、プロジェクトを実施してい

くなかで、プロジェクト運営上の問題から、ガボン人研究者がプロジェクトに対

する興味と関心を失っていったとの指摘もあった（これについては、効率性の部

分を参照）。 

・ 研究活動の成果や得られた知見の共有については、日本側研究者とガボン側研究

者の間で必ずしも十分であったとは言えない。研究の成果が日本人研究者の間だ

けで共有され、日本語でのみ発表されたケースがあったとの指摘がガボン側から

なされた。 

・ 成果 3 については、霊長類を観察するための技術・技能が、日本人研究者からプ

ロジェクトに常時雇用されている村民に対して、OJT を通しての移転が進んでい
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る。常時雇用されている村民は、トラッカー4 人、研究助手 6 人（1 人の実験室助

手を含む）、運転手 2 人の、計 12 名である。プロジェクト前から開始されていた

「グループ・ジョンティル」の人付けについては、1）ほぼ毎日居場所を特定でき、

2）10m から 20m 程度に接近して、3）1 日に一定時間の観察が可能で、4）クルー

プ内での個体識別ができる、ところまで来ている。さらに、新たに「グループ・

エイト」について、ローカリゼーションも開始された。 

・ 活動 4.2（地域住民の教育）については、国立公園庁チバンガ事務所に配属された

海外青年協力隊員との協力のもと実施されている。 

 

４－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は中程度～やや低い 

・ 日本人専門家の派遣はプロジェクト実施に効果的に寄与している。その派遣時期

については、主に日本専門家側のスケジュールに合わせて決まることになるが、

ガボン側は調整して問題なく受け入れている。日本人専門家の PNMD 訪問は、

CENAREST からの出張命令に基づいて行われる。日本専門家は、PNMD から首都

リブレビルに戻って帰国する前に出張復命書を作成して IRET に提出している。し

かしこの出張命令書は、必ずしもガボン側関係機関の間で共有されてきたわけで

はない。 

・ ドゥサラ村における研究ステーション設置については、建設許可の取得、施設概

要図の作成、環境影響評価実施のための入札、建設業者の選定・契約など、一連

の手続きに時間がかかり、進行が大きく遅れている。研究ステーション設置の遅

れにより、プロジェクト活動 4.2、活動 4.3 の進捗も影響を受けている。さらに村

人からは、研究ステーション建設の着工が遅れていることに関して、プロジェク

トに対する強い不満・不信の表明があった。研究ステーション建設は、村落の受

益につながるプロジェクトの大きな貢献の 1 つと理解されているためである。こ

うした状況のなか、研究ステーション設置に関する一連の手続き促進のため、調

達専門家が JICA より 2012 年 4 月に派遣される予定である。 

・ バイオセーフティに必要な改築を伴う IRET の実験室の設置についても、同様に遅

れている。契約する業者の選定は終わっており、契約書も署名に向けての準備は

整っている。しかし、改築予定のスペースには多くの私物が保管されており、こ

れが移動されないと工事が開始できない状態が続いている。 

・ ガボン側からの研究者の参加人数は、現在のところ 8 名にとどまっている。（IRET

所長・副所長、博士号を有していない IRET の研究者 4 名、IRSH 研究者 2 名）。ま

た、IRET の 4 名の研究者については、2011 年 8 月までプロジェクトのアドミニ・

スタッフとしても任命されていたが、その後はアドミニ・スタッフが不在となっ

ているため、プロジェクトで 2 人のスタッフを雇用（1 人は IRET、もう 1 人はプ
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ロジェクトのチバンガ事務所に配置）する予定となっている。雇用するスタッフ

の業務内容は策定されているが、スタッフと取り交わす契約書・細則については

現在準備中である。 

・ ガボン側にカウンターバジェットが存在しないために、CENAREST と IRET はガ

ボン側研究者が PNMD でフィールド研究を行うための旅費・手当を支払うことが

出来ていない。このため、JICA がガボン側研究者に手当補助（15,000 セーファー

フラン）を支払っているが、実費額にもやや満たない程度であり、これがガボン

側研究者のプロジェクト活動に対する参加意欲の減退をもたらし、参画研究者の

数が少ない一因となっている。 

・ 京都大学は、R/D 署名を経てプロジェクトが開始される以前から PNMD で研究活

動を行っており、その時から村民の労働に対して謝金を支払ってきた。これがプ

ロジェクト開始後も継続され、現在常時雇用されている 12 人の村民は契約書がな

いままプロジェクトで働いている状態である。2011 年 3 月及び 2012 年 1 月に、常

時雇用の 12 人が契約書に基づく雇用、賃上げ、社会保障を要求してストライキを

行った。現在、契約書はまだ準備中であり、CENAREST が雇用者となること、JICA

が賃金補てんを行うことは合意されているが、賃金額などに関して、CENAREST、

IRET、JICA と村民の間の交渉が現在も続けられている。 

 

４－４ インパクト 

プロジェクトのインパクトは、現時点ではまだ評価する段階には至っていない 

・ エコツーリズムを通した収入源創出や貧困削減などの期待される正のインパクト

については、プロジェクトがその目標を達成し、科学的データに基づいたエコツ

ーリズムが村落において実際に始まることで、徐々に発現してくるものと考えら

れる。中間レビュー時点では、こうしたインパクトの発現はまだ観察されていな

い。 

・ プロジェクト対象地であるドゥサラ、コンジ、ムボンゴの 3 村は、同地域で操業

していた木材会社が 1990 年代に撤退し、あとに残った労働者が定住することで形

成されてきた村落である。従って、現地の自然条件に根差し育ってきた伝統的な

コミュニティ村落ではないことに留意する必要がある。村民は自給自足的なプラ

ンテーションを営んで生活を維持しているなかで、本プロジェクトと PROGRAM

（NGO）が唯一の雇用機会である。こうした状況のなか、プロジェクトがもたら

した雇用によって、被雇用者とそうでない村民の間の葛藤・亀裂が見られ、負の

インパクトとして観察された。 

 

４－５ 自立発展性 

プロジェクトの自立発展性の見込みは、現時点ではまだ評価する段階には至っていない 
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・ ガボンの政策は、熱帯林の保全とエコツーリズムを推進していくよう意図されて

いる。一方で、CENAREST 及び IRET を含む研究機関の組織再編が計画されてい

る。大統領の 2009 年の公約に従って、2011 年に研究・研修教育のための一般指針

に関する法律第 21/2011 号が公布された。その第 67 条に、IRET 及びその他の研究

機関は、独立法人となるか大学の付属機関となることが明記されている。研究機

能の強化をめざす同法律に従って、今後 5 年間の予算配分を含む教育省の公共投

資計画（2012－2016）が現在準備されているところであり、それによると、IRET

本館はマコックに移転し、現在のリブレビルの施設は別館になると同時に、NPMD

には霊長類研究所が設立される予定である。こうした組織再編は、今後のプロジ

ェクトの実施にも影響を与えるものと予想される。 

・ ターゲット村落の生物多様性保全に対する関心と関与を強めていくことは、プロ

ジェクトの成功に向けて必要であるだけでなく、プロジェクト終了後の自立発展

性を確保するためにも極めて重要である。こうしたことから、プロジェクト目標

であるコミュニティ参加型で持続的な生物多様性管理の方法の開発を短期的なゴ

ールとする一方で、「PROCOBHAPerspective」、すなわち生態系保全を含む中・長

期的な地域開発のヴィジョンについても、プロジェクト参画者間で話し合い共有

していくことが求められている。 

 

４－６ 実施プロセスにおける特記事項（効果発現の貢献・阻害要因） 

主な促進要因として、2009 年 11 月に大統領府が発表した「緑のガボン」により国立公園

でのエコツーリズム推進が国の重点施策として位置付けられたこと、PNMD に長期滞在し

て霊長類のフィールド研究を続ける日本人研究者の献身的な努力が挙げられる。 

阻害要因として認められたのは、「４－３効率性」において記述したプロジェクト参画者

間の情報共有の不足、調達の遅延、カウンターバジェットの不在、プロジェクト雇用村民

との契約締結の遅れなど、主にプロジェクトの運営管理に関する要因である。 
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第５章 結論 

 

評価時点においても 2009 年 11 月に大統領府が発表した「緑のガボン」により、国立公園

でエコツーリズムを推進することで熱帯雨林の保全を図っていくことが進められており、

また日本の開発協力重点分野の 1 つである環境保全とも合致することから妥当性は高いと

判断される。プロジェクトは、PDM に全体概要が示されているとおり、プロジェクト目標

の達成に必要な 4 つの成果と、各成果をあげるための一連の活動により適切に構成されて

いる。一方で PO において目標達成に向けた過程と作業時期が明確に示されていないことか

ら、今後プロジェクトの後半に向けて活動の計画化とガボン側日本側の情報の共有が求め

られることから有効性については中程度であると判断する。プロジェクト運営に係る関係

者間の情報共有の不足、必要な機材調達や施設建設の遅れ、運営スタッフの欠如、ガボン

側政府の予算措置が出来ていない等により、効率性は中程度からやや低いと判断される。

インパクトと自立発展性についての評価を行うには現時点で得られるデータからでは時期

的に尚早であると判断される。 
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第６章 提言 

 

１．日本側とガボン側との協働体制の強化 

(1) CENAREST、JICA 及びプロジェクトメンバー（ガボン側プロジェクト参画研究者、

日本側プロジェクト参画研究者、プロジェクト業務調整員等）は残り 2 年半の PO に

ついて、可能な限り具体的かつ詳細な計画を作成し、プロジェクトを進めるための

各行動に対するそれぞれの役割と責任を明確にする必要がある。 

(2) プロジェクトはプロジェクト成果であるエコツーリズムへの提言作成及び地域住民

に対する環境教育について、特に公園庁との今後一層の連携を図ること。 

(3) プロジェクトはプロジェクト内での予算を含む活動計画の検討や成果の共有のため

プロジェクトメンバー（日本側プロジェクト参画研究者、ガボン側プロジェクト参

画研究者及び業務調整員等）の間で定期的な会議を行う体制を作ること。 

(4) プロジェクトは、研究成果の共有を推進するため、可能な限りガボン側との共著及

び共同発表を推進するとともに、日本人研究者による論文であってもガボン側へ提

出すること。また、日本人研究者は、ガボンでどのような研究を行いどのような成

果があったか、帰国前に幅広くガボン人研究者へ発表する場を設け日本側の研究者

が何を行っているのかガボン側への情報共有を図ること。また、これまで同様に JCC

の機会に合わせ研究発表会を行うことも有効である。 

(5) 霊長類学、特に行動学、生態学、人付については本プロジェクトにおける重要な分

野であり、ガボン側研究者の養成を行うことが必要である。同専門分野におけるガ

ボン人研究者の養成計画が検討され、後半期間に実行に移されるべきである。 

(6) 各研究課題についてプロジェクト上の位置づけとそのねらいを、プロジェクトに参

画するすべての研究者は共有する必要がある。 

 

２．プロジェクト運営上の改善点 

(1) JICA はリサーチステーションの早期建設を実現すること。なお、プロジェクトはリ

サーチステーションのコンセプトを明確にし、プロジェクト関係者間で共有するこ

と。 

(2) JICA 及び CENAREST はムカラバドゥドゥ国立公園における研究アシスタント、ラ

ボアシスタント、トラッカー、ドライバーとの雇用契約の早期締結を行い、現地調

査地での研究活動を安定させること。 

(3) JICA及びCENARESTは IRET本部プロジェクト事務所及びチバンガ事務所におい

てアドミニ補佐業務を行うスタッフの雇用を行い、プロジェクトアドミニの強化を

図ること。 

(4) ガボン側はガボン側研究者が行う活動が実施できるよう、C/P ファンドの措置を早急
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に行うこと。 

(5) JICA はリーブルビルの IRET ラボラトリーの改修を早急に進めること。なお IRET

はラボラトリー改修のための環境を整えること。 

(6) プロジェクトは安全管理及び健康管理について、ガボンの国立公園の規則に沿った

基準を設けなければならない。 

３．その他 

(1) プロジェクトはムカラバドゥドゥ国立公園及びその周辺地域において研究活動と地

域住民に対する環境教育そしてエコツアーを中心とする地域開発を調和的に推進す

る将来像“PROCOBHA Perspective”を早期に参加型で策定し、地域住民や

CENAREST、公園庁、JICA などの関係組織と共有すること。 

(2) プロジェクトはプロジェクト開始後にドゥサラ村及びその周辺集落で発生している

住民間のコンフリクト緩和のため、ソーシャルワーカーや NGOs との連携を検討す

ること。 

(3) プロジェクトはプロジェクト後半期間の PDM、PO の修正を行い、次回 JCC におい

て合意すること。なお、PDM については次の修正を行うこと。 

① 成果４の活動としてリサーチステーションを立ち上げ、活動を開始する。 

② PO については成果１～４に加えプロジェクト成果の取りまとめのための枠を追

加しスケジュールを明確にする。 
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平成 24 年 3 月 23 日 

団長所感 

＜PROCOBHA の基本戦略に対する理解＞ 
（１） ムカラバ・ドゥドゥ国立公園（PNMD）のフラッグシップ種であり、今後 PNMD におい

てエコツーリズムを推進するための核となるゴリラを中心とする霊長類に対する研究を本プロジ

ェクトの中心研究課題としている。 
 
（２） 霊長類学に関しては、プロジェクト開始段階にガボン側に博士号を持つような成熟した研

究人材はおらず、他分野（獣医学等）の若手研究者が指名され、配置された。よって、配置され

たガボン人若手研究者（修士号取得者）を、現場における日本人研究者との協働活動と本邦への

短期研修を組み合わせて育成する方針とした。また有望な若手研究者に対しては、本邦で博士号

を取得させるため、すでに１名が博士コースに進学中であり、その他に２名に対して論文博士を

取得させることを目指しており、さらに１名に博士コースを受験させることを検討中である。な

お霊長類学のうち、特に動物行動学、生態学、人づけに関するガボン人研究者は現時点でも皆無

であり、今後、修士号を終了した大学院生や若手研究者をガボン側が３名程度指名し、上述と同

じ方法でこのプロジェクトを通じ育成していくことも今回の中間評価で確認した。 
 
（３） 過去に他地域で成功しているゴリラの人づけは、外国人研究者が森を知り抜く狩猟採取民

（ピグミー族；場合によっては他地域からリクルートしてきた）を使い、成功させてきた。一方、

本プロジェクトでは PNMD 周辺村落の人々とともにゴリラの人づけを行うことを目指しており、

プロジェクト開始前にすでに京大研究者が村の人々と協働し、ゴリラの１グループの人づけを成

功させていることをベースにしている。この PNMD での人づけは、必ずしも森林や動物に対し特

別な知識と特異な能力を持たない普通の村人との協働により成功した画期的なものであった。

PNMD 周辺村落の人々は、もともと同地域にあった木材伐採会社に雇用されていた人々であり、

木材伐採会社撤退後、細々と農業を営みつつ暮らしてきた貧しい人々である。彼らは、必ずしも

森やそこに住む動物たちに詳しいわけではなく、自然環境と調和的に生きてきた人々ではない。

つまり PNMD の保全に関心が高いわけではなく、逆に収奪する側になり得る人々であった。本ロ

ジェククトのねらいは、PNMD 周辺に住むこういった貧しい農民と協働することにあり、ゴリラ

の人づけとそれを核とするエコツーリズムの推進を通じ、周辺村落住民が、PNMD の生態系の価

値を認識し、その保全の主体となることを目指している。まさに地域住民とともに持続的に実践

される生態系保全と地域振興の調和的モデルとなり得ると期待できる。 
 
（４） 本プロジェクトで提示しようとしている PNMD の保全と周辺地域の振興のためのモデル

は、同地域での研究活動の継続とその研究成果も活用した環境教育の実践、そしてエコツーリズ

ムを通じた雇用の創出と地域振興を統合的に進めようという試みである。なお、上記モデルのよ

り具体的な将来像に関し、このプロジェクトにかかわる関係者が共有できるようにするため、本

プロジェクトの後半の早い段階で、関係者間での議論が進むことが必要であり、今回の中間評価

の提言として、‘PROCOBHA Perspective’を参加型で作成することを提案した。 
 
（５） 上記モデルを形成するためには、PNMD に隣接するドゥサラ村に建設するリサーチステ

付属資料11 団長所感
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ーションの役割が極めて重要となる。同ステーションは、PNMD を研究場所とする研究者の活動

拠点であり、研究収集材料の処理・分析や一時保管場所であるとともに、また地域住民に対する

環境教育等の場を提供し、将来のエコツアー客の事前・事後の学習の場ともなる、いわゆる‘エ

コミュージアム’である。早期の建設とセンター機能の立ち上げが必要となっている。 
 
８．今後のスケジュール 
2012 年 3 月下旬～４月上旬 帰国報告会 
2014 年 終了時評価調査 
2014 年 9 月 本プロジェクトの終了 

以上 
 
 
別添１．中間評価報告書 
  ２．JCC ミーティング議事録
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「野生生物と人間の共生を通じた熱帯林の生物多様性保全」プロジェクト 

 中間評価現地調査報告 

 

２０１２年５月２３日 

 (独)科学技術振興機構 

上席フェロー 井上孝太郎 

地球規模課題国際協力室 上席主任調査員 佐藤 雅之 

 

１．研究実施の概要  

本ＳＡＴＲＥＰＳプロジェクトの上位目標は、国および国立公園周辺の住民

の経済的インセンティブと住民および訪問者の安全性を考慮した環境保全型観

光事業をコンゴ盆地地域のアフリカ諸国に普及し、熱帯林の生態系・生物多様

性を永続的に保全することである。 

本プロジェクトでは、ムカラバ・ドゥドゥ国立公園（ＰＮＭＤ）における生

態系の科学的解明と熱帯林保全技術の開発および安全で持続的な人と野生動

物共存の管理モデルを開発し、科学的知見に基づいた住民参加型の生物多様性

保全管理手法がガボン国における国立公園管理政策として採用されるという

目標を掲げている。 

 

２．ＪＳＴ中間評価の目的について 

 ＪＳＴでは、各プロジェクトについて、地球規模課題解決への貢献、相手国

ニーズの充足、その他の重要な成果（我が国の産業・社会への貢献、科学技術

の発展、国際社会で活躍できる人材の育成、知財の獲得など）、プロジェクト

の運営の視点から評価を実施している。 

中間評価は、現時点までのプロジェクトの状況、終了時およびそれ以降の目

標の達成および成果の活用の見通し、プロジェクト管理の状況、問題点、要改

善点などについて確認、評価し、今後のプロジェクトの推進、運営に役立てる

ことを目的とする。 

現地調査では、事前に評価委員から出された質問事項・指摘事項（暫定評価）、

それに対する代表研究者からの回答内容などの確認を含め、日本側研究者並び

にカウンターパート関係者のインタビュー、現地視察を行って研究の進捗状況、

プロジェクト全体の達成度、成果、課題、改善点、今後の方針などを確認する。

評価項目および視点は JICA の中間レビューと若干異なるが、共通するものも

多いため、JICA の中間レビュー調査との合同調査団という形で現地調査を実

施し、作業の効率化と日本側研究者およびカウンターパート側の負担の軽減を

図っている。今回、ＪＳＴからは２名（井上孝太郎上席フェロー・ＰＯ：３月

１１日～２１日、佐藤参事役：３月１１日～３月２４日）が現地調査に参加し

た。 

 

３．現地調査等で確認された事項 

 ガボンは、海岸から高山地帯、熱帯から積雪高冷地まで、複雑な地勢、風土

をなし、その結果として、研究対象としているＰＮＭＤ地域は草原と混在した

熱帯雨林をなし、種々の霊長類、ほ乳類を始めきわめて生物多様性に富んでい

る。また、当該国立公園の周辺部には、貧しい地域住民が生活している。 

本プロジェクトは、この熱帯雨林の霊長類をはじめとした中・大型ほ乳類を

中心とする生態系、生物多様性のメカニズムの解明と保全およびそれを持続さ

せるための手段として政府および地域住民が経済的インセンティブを得られ

付属資料22 JST中間評価現地調査報告書
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るエコツーリズムの基盤構築を目的としている。 

 

ガボン政府は、このプロジェクトをきわめて重視しており、教育省はムカラ

バに霊長類研究所を設立することを計画中である。また、現地調査におけるヒ

アリングに際しては、政府幹部から、プロジェクトの内容と運営について積極

的意見が多く出されたが、研究内容と推進方法（デシジョン・メーキングのプ

ロセスが不明確、連携が不十分など）に関する不満、疑問、要望も出された。

相手国政府および研究機関は、エコツーリズムの構築による、生態系・生物多

様性の保全と地域の活性化の両立を大いに期待している。他方、日本の研究者

のための研究だけに終わるのではないか、プロジェクト終了後ガボンには何も

残らないのではないかなどを危惧してもいる。 

当初、日本側の研究者から見てガボン側の研究組織がわかりにくいところも

あり、若手の研究者が不慣れなとりまとめ責任者の役割も担っていたなどの組

織上の問題もあったようである。この点はプロジェクト開始後徐々に改善され

てきていると思われる。 

中間評価の時点で、全体的には順調に研究が進行し、成果を上げてきている

一方、両国関係者の定常的な意思疎通が十分でなかったと言えよう。 

 

プロジェクトの今後については、運営上の改善がなされれば、中・大型ほ乳

類、特に霊長類を中心とした当該熱帯地域の生態系・生物多様性のメカニズム

の解明、保全および利用について大きな成果が期待できる。 

 

 

プロジェクトの今後の推進に関しては以下の点が重要であろう。 

① 両国の研究者間の協力強化と情報共有 

（ア）ガボン側の研究者の意欲が下がってきているとの危惧がガボン側か

ら出された。プロジェクトの運営や具体的な実行計画策定への参画、

ＪＩＣＡの経費負担範囲（出張費など）の拡大、研究計画や予算執

行の決定プロセスの明確化等の要望がある。 

（イ）ガボン人による研究成果やその発表が低調で、日本の研究者が自分

たちだけのために研究している部分があるのではないかとの不信

感がガボン側にある。両国の協働部分を増やすこと、成果発表など

は出来るだけ連名で行うこと、ガボンにおいて日本側研究者が出し

た成果についても速やかにガボン側と情報共有をする必要がある。 

② 中・大型ほ乳類、とくに霊長類を中心とした生態系メカニズムの解明に向

けた研究の全体像の明示と実行。 

（ア）動物のインベントリー調査、種リストの作成がほぼ終了し、ほ乳類

の食性やアンブレラ種、フラグシップ種、キーストン種の整理など

がなされているが、作成する生態系全体のマップ（案）のようなも

のが明示されると関係者の理解が進むと思われる。 

③ 周辺開発が生態系・生物多様性に与える影響の評価と具体的保全策の策定。 

（ア）保全では材木の伐採、薬草採取、狩猟などで生計を立ててきた地域

住民の生活を考える必要もある。象によるバナナ農園の食害その他

の獣害などが生態系保全の障害になる恐れがあり、これらに対する

地元民との共存策も考慮する必要がある。 

④ エコツーリズム計画全体のデザイン。 

（ア）研究者、ガイド、ツーリスト、地元住民がシームレスにつながった
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システムとすることが重要と思われる。 

（イ）エコツーリズム計画の全体像のデザインとともに、それを実現し、

継続発展させるプロセス（両国研究機関、政府、地方政府、地元住

民間の参画意識の強化と合意形成を含む）の策定が重要であり、そ

れ自体が重要な研究テーマとなる。 

（ウ）研究の推進とエコツーリズム計画のデザインのためにソーシャル・

ワーカーの参加が必要との意見もあった。 

⑤ リサーチステーションの早期建設と活用開始。 

（ア）早期に計画を明示し、建設することが研究の推進と地元民の協力獲

得の両面で重要であろう。 

（イ）相手国政府および地元は、現地のツアー・ガイドの育成も強く望ん

でいる。 

⑥ 研究実施内容についての再確認 

（ア）プロジェクトを構成している各研究課題のプロジェクト内での位置

づけ、期間内に行う範囲について意思統一をしておくことが必要と

思われる。このプロジェクトですべてができるわけではない。 

（イ）研究領域について両国で若干の意見の相違が見られた。このプロジ

ェクトでは霊長類（中・大型哺乳類）を中心とする生態系のメカニ

ズム解明、保全策、エコツーリズムの構築の構築による活用を中心

としており、相手国側が希望している昆虫、水生生物生態学などは

この生態系の中での位置づけをしていく程度にとどめ、詳細な研究

はプロジェクト後の課題としておくのは妥当と思うが、それについ

て十分話し合い、合意しておくことが必要であろう。 

⑦ ガボン側人材の育成、研究体制の強化 

（ア）ガボン側が共同研究を分担し、さらにプロジェクト終了後も自立的

に研究および生態系の利用を継続発展していくためには動物生態

学者が不足している。今回、この点については３名の候補者をガボ

ン側で選抜し、日本側が育成に協力することで合意した。ツアーガ

イド（研究も行う）の育成も必要。 

（イ）ガボン側は、一般的な大学教育についても日本の支援を期待してい

るが、これは SATREPS の範囲外。SATREPS では共同研究を通じての

人材育成を意図している。このことは蒸し返されないように徹底し

ておく必要があろう。 

⑧ 関係者間の意思疎通 

（ア）今回の現地訪問において、ガボン側政府関係者、研究者、研究管理

者、現地雇用者、現地地元住民らから、プロジェクトの運営につい

て多くの疑問、要望がなされたが、これらの多くは、本来、日常の

活動や通常のＪＣＣの中で話し合われるべきものである。両国の研

究者、ＪＩＣＡ，業務調整員の一層の連携強化を望みたい。 

なお、人獣共通感染症（細菌、ウイルス、寄生虫）に関してガボン側で実施さ

れている研究状況については、今回の調査では十分に調べられなかった。 

 

４．今後の予定  

中間評価会を実施し（日時：2012 年 5 月 23 日（水）10 時～13 時(内、研究

者による発表および評価委員によるヒアリングは 10 時半～12 時予定)）、中間

評価結果をまとめる。 

以上 
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